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ま え が き 
 

毎年 回にわたり、県政の主要施策と県財政の状況について公表し、県民の皆様

のご理解を頂いておりますが、今回は令和元年度実質当初予算と平成 年度下半期

の財政状況についてご説明申し上げます。

最近の本県経済は、鉱工業生産指数や有効求人倍率が、引き続き全国トップクラ

スの水準で推移しているところです。

また、本県の財政状況は、これまで職員数の削減をはじめとする行財政改革に

取り組んできた結果、平成 年度から基金の取り崩しに頼らない財政運営を行って

おり、 年連続で収支均衡を達成することができました。

しかしながら、今後、社会保障関係経費の増加に加え、北陸新幹線金沢・敦賀間

の建設費等が大きな歳出圧力になると見込まれることから、引き続き、持続可能な財政基盤の確立に向

け、中長期的な展望に立った財政運営に取り組んでいかなければなりません。

こうした状況の中、令和元年度実質当初予算では、東京オリンピック・パラリンピックや新幹線県内

全線開業といったチャンスを確実に活かし、本県を日本海側のトップランナーへと飛躍・発展させるた

め、これまでの「個性・交流・安心」の取り組みをさらに深化、加速させていくこととしました。

具体的には、東京オリンピック・パラリンピックや、その後の新幹線県内全線開業を見据えた石川の

個性の磨き上げと交流基盤を活用した交流の拡大、将来にわたり本県経済を支える強い産業づくり、そ

して、県政の基本である県民生活の安全・安心のさらなる確保に重点を置いて編成しました。

こうした重点課題に積極的に取り組むとともに、持続可能な財政基盤を確立するため、引き続き、行

政経営プログラムに基づき、歳入歳出全般にわたる各種の改革を間断なく進めてまいります。

皆様の忌憚のないご意見と一層のご協力をお願い申し上げる次第です。

 
令和元年 月 日

石川県知事 谷 本 正 憲 
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第１ 令和元年度実質当初予算の概要

 
 
 
 

 
県では、県民の皆様が豊かで安心して生活できるよう、皆様から納めていただいた貴重な税金をもと

に、国や市町と互いに力を合わせ、医療や介護などの社会保障の充実、経済・雇用対策、教育・文化の

振興といった公共サービスの提供や、道路、公園といった公共施設の整備を行っています。

限られた財源の中で県民の皆様のニーズを踏まえた行政運営ができるよう、事業の必要性や緊急性な

どを考慮して予算を編成しています。

 
 
Ⅰ 予算はどのような考えで編成したのですか。 ～ 予算編成の基本方針 ～

本県の財政状況は、これまでの職員数の削減をはじめとする行財政改革の結果、平成 年度も７年連

続で基金を取り崩すことなく収支均衡を達成することができました。しかしながら、今後も社会保障関

係経費の増加に加え、北陸新幹線金沢・敦賀間の整備等に伴う公債費負担の増加が見込まれるなど、引

き続き、中長期的な展望に立った財政運営に取り組んでいく必要があります。

一方、今年度は、来年開催される東京オリンピック・パラリンピックや、令和５年春の北陸新幹線県

内全線開業といった、本県の交流人口を大きく拡大させるチャンスを確実に活かし、本県を日本海側の

トップランナーへと飛躍・発展させる足掛かりを築く大事な年となります。

このような観点から、今年度の当初予算は、これまでの「個性・交流・安心」の取り組みのさらなる

深化・加速に向け、「石川の個性の磨き上げと交流基盤を活用した交流の拡大」、「将来にわたり本県経

済を支える強い産業づくり」、「県民生活の安全・安心のさらなる確保」の３点に特に重点を置いて編成

したところです。

また、防災・減災対策や国土強靭化等を柱とする国の補正予算に積極的に呼応し、平成 年度第１次

３月補正予算と令和元年度当初予算を一体的に編成しました。

これにより、公共投資は、 年ぶりに１千億円台を確保した前年度をさらに 億円上回る事業費を

確保し、道路、港湾などの交流基盤や防災・減災に必要な社会資本整備の促進を図ることとしています。
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Ⅱ どのような事業が盛り込まれているのですか。 ～実質当初予算の主な施策～ 

１ 東京オリンピック・パラリンピックや北陸新幹線県内全線開業を見据えた個性の

磨き上げと、陸・海・空の交流基盤を活用した交流人口の拡大

（１）金沢港の拠点港化に向けた機能強化整備と賑わいの創出

①金沢港クルーズターミナルの完成（令和２年春）

②大型クルーズ船受け入れに対応した無量寺岸壁の完成（令和２年春）

③横浜港との連携によるクルーズ船の誘致

ラグジュアリー船誘致に向けた海外見本市への共同出展、レール＆クルーズ商品の開発

④新たな賑わい拠点としての金沢港の魅力創出

セミナールーム等の整備によるターミナルの賑わい創出、ライトアップによる夜間の魅力創出

（２）国立工芸館の移転整備と工芸文化の発信

①建物本体工事（令和元年秋完成、令和２年夏開館）

②工芸館開館に向けたプレイベント等の開催

工芸館と連携した特別展等の開催

完成する建物を活用したイベント等の開催

③「国際北陸工芸サミット（仮称）」（令和２年秋頃）の開催準備

（３）金沢城公園の復元整備と魅力向上

①鼠多門・鼠多門橋の復元整備（令和２年夏完成）

②金沢城公園の新たな付加価値の創造

加賀百万石回遊ルートのライトアップによる夜間景観の創出

③金沢城保存活用計画の策定（改正文化財保護法に基づく保存・活用のマスタープラン）

④二の丸御殿の復元に向けた調査検討（障壁画の作品類例調査や遺構分布調査など）

（４）北陸新幹線県内全線開業に向けた着実な準備

①北陸新幹線の整備促進

②県内全線開業に向けたアクションプランに基づくプロジェクトの本格化

全国から募集した施策アイデアの事業化（９件）

③金沢以西の並行在来線の運営に向けた検討（経営計画策定のための基礎調査の実施）

④のと鉄道に対する沿線市町と連携した支援（安全運行対策のための基金の追加造成）

国立工芸館 完成予想図 

金沢港クルーズターミナル本体のライトアップ（イメージ） 金沢港無量寺ふ頭のライトアップ（イメージ） 
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（５）いしかわの個性の更なる磨き上げ

①石川の新たな「知の殿堂」の創造

新県立図書館の整備推進（建設工事の着手）

開架図書や石川コレクションの収集

②スポーツを通じた活力の創造

東京オリンピック聖火リレーの開催準備

東京オリンピック出場を目指す本県関係アスリートへの支援

スマートフォンを活用した「いしかわスポーツマイレージ」制度の運用開始

③本県ならではの景観の創出と魅力発信

南加賀地域の交流拠点としての木場潟公園の整備（東園地の整備、西園地のライトアップ）

（６）人やものの交流を盛んにする基盤整備と活用

①広域交流ネットワーク道路の整備（「ダブルラダー輝きの美知」構想の推進）

のと里山海道（柳田ＩＣ～上棚矢駄ＩＣ間）４車線化、加賀海浜産業道路（手取川架橋）

②航空ネットワークを活用した交流の促進

小松・香港定期便の就航を契機とした双方向の交流促進、のと里山空港の利用促進

（７）東京オリンピック・パラリンピックや北陸新幹線県内全線開業を見据えた誘客推進

①戦略的な海外誘客の推進

ラグビーワールドカップ観戦客をターゲットとした魅力発信

（兼六園周辺文化の森での文化体験イベントや観光ガイド付きツアーの実施など）

東京オリンピック・パラリンピック観戦客の誘客推進（欧州旅行会社向け観光セミナーの開催）

②いしかわの魅力発信と新たな魅力づくりによる石川ファンの拡大

北陸新幹線金沢開業５周年キャンペーンの展開

「いしかわ観光コンシェルジュ」による誘客推進

開園 周年を契機としたいしかわ動物園の魅力アップ

（「オーストラリアの平原」のウォークインゾーン整備

（令和２年春オープン）など）

いしかわ動物園におけるライチョウの公開展示に合わせた情報発信

２ 将来にわたり本県経済を支える強い産業づくり

（１）生産性向上と人材確保による人手不足対策

①企業の生産性向上に向けた総合支援の充実強化

ＡＩ・ＩｏＴの導入支援（助成枠の倍増）、実践道場の開講（現場対応型ＡＩコースの新設）

定型的な事務作業を自動化するＲＰＡ導入に向けたセミナーの開催

②ＵＩターン・県内就職の促進と多様な人材の確保

「ふるさと石川就職学生カード（ＩＳｉｃａ）」による県内就職に向けた早期の意識醸成

首都圏でのいしかわＵＩターン大相談会の開催による移住希望者の掘り起こし

ライチョウ（いしかわ動物園） 

県立図書館 建物外観（イメージ） 
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（２）本県経済を支える強い産業づくり

①意欲ある中小企業の前向きな取り組みの支援

ニッチトップの可能性を秘めたネクストニッチトップ企業に対する支援

②新たな成長市場の獲得に向けた海外販路の構築と拡大

海外で県産品や観光情報をＰＲする「いしかわサポーターズショップ」の拡充（４店舗→８店舗）

期間限定での海外アンテナショップのモデル実施（シンガポール、香港）

ビジネス商談会の開催による海外販路開拓の強化（シンガポール、香港、欧州）

（３）特色ある県産農林水産物の生産・販売体制強化とブランド化

①ルビーロマンの東京出荷 周年を記念した首都圏での集中的なＰＲの展開

②エアリーフローラの純白新品種の市場デビュー（令和２年春）に向けたプロモーションの展開

③能登牛 頭達成記念イベントの開催（目標を 頭に引き上げ）

④大吟醸用県産酒米の市場デビュー（令和２年春）による本県地酒のブランド価値向上

⑤いしかわ農業参入支援ファンドの拡充（ 億円→ 億円）

小規模な耕作放棄地に参入する企業・農業法人への支援拡充

３ 県民生活の安全・安心の更なる確保

（１）防災対策の充実強化

①河川や砂防堰堤の堆積土砂の除去

緊急点検に基づく集中的な除去

②高等学校の冷房設備の整備

③いしかわ森林環境税による県産材の利用促進

（２）安全・安心と豊かな社会づくり

①安全で良質な地域医療の安定的な確保

県立中央病院の整備（駐車場、植栽）、県立高松病院の整備（管理診療棟の建替）

②循環を基調とした持続可能な社会づくり（エコファミリー倍増に向けた取り組みの加速化）

（３）結婚や出産の希望がかない安心して子育てできる社会づくり

①いしかわエンゼルプランの改定

②妊娠・出産と子育てに対する不安の解消（幼児教育・保育の無償化（ 月開始）など）

③保育士確保対策の強化（修学資金貸与制度の創設など）

（４）団塊の世代が後期高齢者となる 年に向けた対応

①福祉人材センターによる介護・福祉人材の更なる掘り起こし

介護の基礎知識と技術を学ぶセミナーの開催、県外養成校と連携した学内懇談会の開催

②ＩＣＴ・ＩｏＴ導入による介護人材の定着促進と介護の質の向上

施設職員向け研修の開催、モデル事業所における体験会の開催

県立中央病院 外構整備（イメージ） 
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△印減(単位：百万円、％)

（Ａ）－（Ｂ）

（Ｂ）

一般会計

特別会計 △ 1,462 △ 1.1

事業会計 △ 7,060 △ 13.5

合　　計

区　　分
平成30年度

6月現計予算額
（Ｂ）

増  減

額(Ａ）－（Ｂ） 率

令和元年度
実質当初予算額

（Ａ）

（参考）
令和元年度
当初予算額

Ⅲ 予算額はいくらですか。 ～ 実質当初予算の状況 ～ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（注 ）予算額の実質的な規模を比較するため、公債管理特別会計を除いているほか、その他の特別会計や事業

会計についても借換債充当公債費を除いています。

（注 ）令和元年度実質当初予算とは、平成 年度第１次 月補正予算を含んだものです。

一般会計の令和元年度当初予算ベースでは、平成 年度 月現計予算比 増です。

（注 ）端数整理により、計数が一致しないことがあります。

（注 ）予算額の実質的な規模を比較するため、公債管理特別会計を除いているほか、その他の特別会計や事業

会計についても借換債充当公債費を除いています。

（注 ）平成 年度及び平成 年度は、 月現計予算額（当初予算と 月補正予算を合わせた累計額）です。

（注 ）令和元年度実質当初予算とは、平成 年度第 次 月補正予算を含んだものです。

（注 ）特別会計は、平成 年度に都道府県が国民健康保険の財政運営主体となったことに伴い、国民健康保険

特別会計を設置したことにより、前年度と比べて大幅な増となっています。

元実質

当初

（参考）

元当初

＜当初予算の推移＞
事業会計

特別会計

一般会計
億円

（年度）
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○ 一般会計の実質当初予算額は 億円で、対前年度比 の増となっていますが、これは、

防災・減災対策や国土強靱化などを柱とする国の補正予算に呼応し、令和元年度当初予算と平成

年度第１次３月補正予算を一体のものとして編成したことによるものです。

○ 当初予算の推移を見ますと、一般会計では近年微増となっており、これは、本県を日本海側のト

ップランナーへと飛躍・発展させるため、新たな行政課題に積極的に取り組んでいることによるも

のです。また、社会保障関係経費が毎年 ～ 億円程度増える中、職員費の削減や事務事業の見

直しといった行財政改革をはじめ、歳入・歳出両面にわたる様々な努力と工夫を行い、こうした行

政需要に必要な財政負担にも対応しています。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

一般会計 

県の中心となる会計で、県行政の基本的、普遍的ともいえる経費、例えば、福祉、教育、土木、警察

などに要する経費について、県税などを主な財源として経理する会計をいいます。 
 
特別会計 

例えば、大学生や高校生などに対して無利子の奨学金を貸与している育英資金の貸付事業について、

その貸付に必要なお金として、一般会計の負担のほか、過去に貸し付けした方からの返済金を充てること

としています。このように、特定の収入をもって特定の支出に充てる事業について、一般会計の歳入歳出

と区分して経理する会計をいい、育英資金特別会計、土地取得特別会計、公営競馬特別会計、中小企業

近代化資金貸付金特別会計など 会計があります。 
 

事業会計 

例えば、県立中央病院や高松病院といった病院事業は、高度医療など一般会計が負担すべき部分を

除いて、受診者からの収入により必要な経費を賄うことを原則としています。そうした企業的色彩の強い

事業を行う会計をいい、中央病院事業会計、高松病院事業会計、港湾土地造成事業会計、水道用水供給

事業会計の 会計があります。 
 
公債管理特別会計 

一般会計における実質的な借入ではない借換債や償還金を明確に示し、県債管理の状況や一般会計の

実質的な規模などを分かりやすくするため平成 年度に設置した会計です。 
 
借換債 

借換債とは、借入先（民間金融機関等）との契約に基づき、償還期間の途中で残金をその時点の利率に

より借り換える（残金を全額返済し、同額を借り入れる）もので、借入残高には影響しません。 
 
 

ひとくちメモ 
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Ⅳ 必要とするお金はどうやって賄うのですか。 ～ 一般会計歳入予算 ～ 
 

＜自主財源・依存財源別内訳＞  ＜一般財源・特定財源別内訳＞ 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
  

○ 歳入のうち県税の割合は ％、地方交付税の割合は ％となっています。また、県が自ら

調達する自主財源の割合は ％、使途が特定されていない一般財源の割合は ％となってい

ます。 
 

自主財源と依存財源 

県が自ら徴収または収納する財源を自主財源といい、国から定められた額を交付されたり、割り当てられ

たりする財源を依存財源といいます。 
 
一般財源と特定財源 

使途が特定されていない財源を一般財源といい、国庫支出金や県債（通常債）のように使途が特定されて

いる財源を特定財源といいます。 

地方交付税 

地方公共団体の自主性を損なわずに、地方財源の均衡化を図り、かつ、必要な財源を保障するため、

地方公共団体ごとに標準的な需要額と収入額を算定し、財源不足が生じる場合に国から交付されるもので、

その財源として国税 税（所得税等）の一定割合が充てられています。 
一般財源である地方交付税は、県が独自の行政サービスを行う上で必要不可欠な財源ですが、一方で、

依存財源でもあるため、国が必要な財源を確保することが県財政にとっても大変重要となります。 
 

ひとくちメモ 

（注） 円グラフは端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。

県税

地方交付税

一般財源

特定財源

地方譲与税 ％

地方特例交付金 ％
交通安全対策特別交付金 ％

繰 越 金 ％

一般会計

実質当初予算
億円

国庫支出金
％

使用料及び手数料 ％

分担金及び負担金 ％

財産収入 ％
寄 附 金 ％

臨時財政対策債 ％

諸収入

％県税

諸収入

地方消費税

清算金

繰入金

地方交付税

通常債依存財源 自主財源

地

使用料及び手数料 ％

分担金及び負担金 ％

財産収入 ％
寄 附 金 ％

繰 越 金 ％

一般会計

実質当初予算
億円

地方消費税清算金

％

繰入金 ％

通常債

％

臨時財政対策債 ％

国庫支出金
％

地方譲与税 ％

地方特例交付金 ％

交通安全対策特別交付金
％
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実質県税 

県税に歳入・歳出相殺後の地方消費税清算金及び地方法人特別譲与税を加えたもので、県税の実収入といえ
るものです。 

県 債 
県が道路などの社会資本を整備する際に、その財源として資金調達する債務のことで、債務の履行が一会計

年度を越えて行われるものを指します。 
いわば県の借金にあたり、後年度に負担が生じますが、耐用年数の長い社会資本の整備については後年度の

世代もその恩恵を受けることから、県債を活用することは現世代の負担の軽減を図るとともに、世代間の負担
の公平化を図る効果もあります。 

 
臨時財政対策債 

国の交付税特別会計の財源不足に対応するため、特例として地方が発行するいわば赤字地方債で、その償還
時に全額が地方交付税で措置され、地方の負担はありません。このため、地方交付税と臨時財政対策債を合わ
せ、実質交付税と呼んでいます。  

△

県
税

地
方
交
付
税

県
債

国
庫
支
出
金

諸
収
入

地
方
消
費
税
清
算
金

地
方
譲
与
税

繰
入
金

使
用
料
及
び
手
数
料

分
担
金
及
び
負
担
金

そ
の
他
収
入

（億円）

令和元年度実質当初予算

平成 年度 月現計

（注） 棒グラフは端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。

（△印減、増減率：％）

臨
時
財
政
対
策
債
を
除
く

左
の
う
ち

○ 県税は、製造業を中心として企業業績が堅調であり、個人の給与所得に改善傾向が見られること

から、法人二税（法人県民税・法人事業税）や個人県民税を中心に、対前年度比 の増となって

います。なお、実質県税ベースでも対前年度比 ％の増と、 年連続で過去最高を更新しています。

○ 県の借金である県債は、対前年度比 の増となっており、国の財源不足のため発行する臨時財

政対策債を除いた通常債では、 の増となります。これは、国の補正予算に対応する平成 年

度第１次３月補正予算を一体のものとして編成し、公共投資を大幅に増額したことによるものです。

○ 国庫支出金は、県債と同様の理由から、 の増となっています。

＜予算額の対前年度比較＞

ひとくちメモ 
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Ⅴ 予算はどのような目的に使われるのですか。 ～ 一般会計歳出予算 ～ 
 

＜目的別（款別）内訳＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜予算額の対前年度比較＞

（注）円グラフ、棒グラフは端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。

△

△
△

△

△

教
育
費

公
債
費

健
康
福
祉
費

土
木
費

総
務
費

商
工
労
働
費

農
林
水
産
業
費

警
察
費

企
画
振
興
費

県
民
文
化
ス
ポ
ー
ツ
費

災
害
復
旧
費

観
光
費

生
活
環
境
費

議
会
費

予
備
費

（億円）

令和元年度実質当初予算

平成３０年度６月現計予算

（△印減、増減率：％）

教育費

公債費

健康福祉費
土木費

総務費

商工労働費

農林水産業費

警察費

企画振興費

一般会計

実質当初予算
億円

県民文化スポーツ費 ％

災害復旧費 ％

観 光 費 ％
生活環境費 ％

議 会 費 ％

予 備 費 ％
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＜性質別内訳＞  

 
 

 
 

   
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 予算全体に占める目的別（款別）の内訳を見ると、教職員の人件費や県立学校の整備費などの

教育費が と最も大きな割合を占め、次いで県債の元金及び利子の支払いである公債費、

介護・医療などの社会保障関係経費を含む健康福祉費が大きくなっています。

○ 健康福祉費は、急速に進む高齢化に伴い近年大きく増加しており、 年前（平成 年度実質

当初予算）の 億円と比較して、令和元年度は 億円と２割以上の増加となっています。

○ 土木費と農林水産業費は、前年度に比べいずれも大幅増となっていますが、これは、国の補正

予算に対応する平成 年度第１次３月補正予算を一体のものとして編成し、公共投資を増額した

ことによるものです。

○ 企画振興費は、前年度と比べ の減となっていますが、これは、北陸新幹線金沢・敦賀間

の建設費にかかる負担金や、国立工芸館の移転整備費が減少したことによるものです。

（注） 円グラフは端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。

 

給与等

退職手当

恩給及び退職年金

一般公共事業 国庫補助建設事業

一般単独事業

災害復旧事業

国直轄事業費負担金

受託事業

国庫補助の

あるもの

国庫補助の

ないもの

公債費

職員費

投資的経費

土木施設

維持補修費

一般行政

経 費

公債費

一般会計
実質当初予算

億円
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（注） 棒グラフは端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

億円

億円

（△ ）

億円

億円

（ ）

億円

億円

（ ）

億円

億円

（ ）

億円

億円（ ）

億円

平成 年度
月現計予算

令和元年度
実質当初予算

一般行政経費
土木施設

維持補修費

億円

（△印減）

投資的経費 公債費職員費

○ 職員費は、教職員や警察官を含めた県職員の給与や退職金などの諸手当に充てている経費であ

り、対前年度比 の減、公債費は、県債の元金及び利子の支払いに充てる経費であり、対前

年度比 の増と、いずれも前年度とほぼ同額となっています。

○ 投資的経費は、道路や学校、文化施設などの社会資本の形成や、災害復旧に充てる経費であり、

対前年度比 の増となっています。これは、国の補正予算に対応する平成 年度第１次３

月補正予算を一体のものとして編成し、防災・減災対策や国土強靱化を柱とした社会資本整備を

促進するために必要な公共投資を大幅に増額したことによるものです。

○ 一般行政経費は、職員費や公債費、投資的経費等を除いた、様々な行政活動のための経費であ

り、対前年度比 の増となっています。これは、本年 月に開始予定である幼児教育・保育

の無償化による経費が増えることや、耕作放棄地に参入する企業や農業法人を支援する「いしか

わ農業参入支援ファンド」の拡充により貸付金を増額したことなどによるものです。

＜予算額の対前年度比較＞
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福祉・医療・介護などの社会保障関係経費については、高齢化の進行などにより毎年増え続け

ています。本県では、一般財源ベースで毎年 億円から 億円程度増加しており、令和元年度は、

月から幼児教育・保育の無償化（約 億円）が開始されることから増加幅が大きく、 億円と

なっています。

また、本年 月から、消費税及び地方消費税の税率が引き上げられる予定であり、平成 年 月

の増税時と同様、引き上げ分は全額を社会保障関係経費に充てることとされていますが、今年度

は税率の引き上げによる地方への増収が僅かであることから、幼児教育・保育の無償化に係る経

費の相当額が、国から臨時的に交付される地方特例交付金により措置されることとなっています。

なお、引き上げによる本県の地方消費税の増収額（各都道府県間の清算後）は、軽減税率制度

の影響などにより正確な金額は把握できませんが、令和元年度当初予算をもとに機械的に試算す

ると、税収が平準化した通年ベースでは、約 億円の増収を見込んでいます。

※清算後の地方消費税のうち２分の１に相当する金額が県内市町に交付されます。

＜社会保障関係経費（一般財源）の推移＞ （単位：億円）

  

（注）令和元年度は実質当初予算額、その他の年度は決算額（平成 年度は見込み）です。 
 
 
 
 
 
 
 

 

（年度）

≪コラム≫ 社会保障関係経費の推移と引き上げ分の地方消費税収の充当について
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第２ 石川県の財政状況
 
 
 
 
Ⅰ 石川県の財政状況はどうですか。
 

１ 歳出の状況 
本県では、バブル経済が崩壊した平成 年度以降、国の経済対策に呼応し、積極的に社会資本の

整備に取り組んできました。特に、他県が公共投資を抑制し始めた平成 年度以降、景気対策の

ため数年にわたり他県に比べて高い水準の公共投資を実施してきました。

石川県

全国

（

＜普通建設事業費の推移＞
Ｈ３＝１００とした指数

 

（注 普通建設事業費とは、公共投資(投資的経費)のうち災害復旧費を除いたものです。 
（注 一般会計と特別会計の一部を合算した指数です。 

 

このように積極的な公共投資を行った結果、交通ネットワークや文化・教育施設などの整備が

進み、県民生活の質や利便性が大きく向上した一方で、その財源である県債の発行額も増加しま

した。また、本来ならば国が確保すべき地方交付税の不足分の穴埋めとして、平成 年度から発

行を余儀なくされている臨時財政対策債についても、毎年多額の発行が続いています。

このため、県債残高は年々増嵩し、平成 年度には 兆円を突破しました。また、標準財政規模

に対する県債残高の割合は、平成 年度では全国 位と極めて高い水準になっています。

その結果として、県債の償還費である公債費についても、平成 年度は県民 人当たりでみると、

平成 年度の 倍の水準となっており、本県財政の大きな圧迫要因となっています。

 

（年度）
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…

公債費（元金）

（億円）

県債残高

（億円）

＜県債残高及び公債費（元金）の推移＞

転貸債（復興基金分

臨時財政対策債

通常債

公債費（元金）

（年度）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注1） 一般会計決算額で、特定資金公共投資事業債分を除きます。 
（注2） 転貸債は、復興基金の造成に必要な資金を(公財)能登半島地震復興基金に貸し付けるために 

発行したものです。 
（注3） 公債費（元金）は、借換債、繰上償還及び転貸債（復興基金分）を除きます。 

 
 

石川県

全国順位

平成２９年度末県債残高
標準財政規模

　　３．９５倍 　　　６位 ３．３０倍

区　　分

(注)　全国順位は高い方からの順位です。

全国平均

 
 

県民１人当たり県債残高  ２７６，７０７円 １，０５０，３２２円 ３．８倍

県民１人当たり公債費 ３３，８２４円 ７８，２５２円 ２．３倍

（注）　  県民１人当たり公債費は、借換債充当公債費及び繰上償還を除いたものです。

（Ｂ）／（Ａ）
平成３０年度

（Ｂ）
区　　分

平成３年度
（Ａ）

 
 
 

 
標準財政規模 

地方税、普通交付税などの毎年度経常的に収入される一般財源 使途の特定されていない財源 の総額に

相当する額に、臨時財政対策債を加えた額で、各地方公共団体の標準的な財政規模を示すものです。 

ひとくちメモ 
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また、介護・医療など社会保障関係経費については、高齢化の進行などにより増え続けており、

本県では、近年 ～ 億円程度のペースで増加しています。

平成 年 月から消費税及び地方消費税の税率が から に引き上げられ、地方消費税の引き上

げ分の税収はこうした社会保障関係経費に充てることとされました。本県では、平成 年度の引

き上げ分の地方消費税収（各都道府県間の清算後、市町への交付金を除いた額）は約 億円でし

た。また、令和元年度の引き上げ分の地方消費税収については、 月からの への税率引き上げ

分も含めて、約 億円を見込んでいます。

億円

年度）

＜社会保障関係経費・公債費の推移＞

社会保障関係経費

公債費

（注 ）公債費は、借換債充当公債費、特定資金公共投資事業債、繰上償還、転貸債 復興基金分 を除いたものです。
（注 ）平成 年度は決算見込額です。

本県ではこれまで、累次の行革大綱に基づき、繰上償還を行うなど県債残高の管理に努めてきま

した。この結果、いわゆる通常債（臨時財政対策債及び能登半島地震復興基金に係る転貸債を除く）

の残高を、平成 年度以来 年連続で前年度以下に抑制することができました。

一方、本来ならば国が確保すべき地方交付税の不足分の穴埋めとして、平成 年度から発行を余

儀なくされているのが臨時財政対策債です。その残高が増加し続けていることから、地方の財政健

全化に向け、引き続き全国知事会を通じ、国に対して発行額の縮減に努めるよう要請していきます。

なお、臨時財政対策債の残高は増加していますが、通常債の残高が大きく減少しているため、県

債残高の総額は、平成 年度以来、 年連続で前年度を下回っています。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

（能登半島震復興基金の転貸債を除く）

県債残高全体で５年連続減少

臨時財政対策債

通常債

（年度）

（単位：億円）

≪コラム≫ 県債残高の推移について
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２ 歳入の状況 
すべての地方公共団体が一定水準の行政サービスを維持していく上で、地方公共団体間の財源

の不均衡を調整するためになくてはならないのが地方交付税です。しかし、平成 年度のいわゆ

る「三位一体の改革」により、全国で 兆円、本県でも 億円を超える実質交付税（臨時財政対

策債を含む）が一方的に大幅に削減され、それ以降、削減前の額に及ばない状況が続いています。

また、平成 年秋のいわゆるリーマンショックに端を発した世界同時不況は、本県の財政にも

かつてない大きな影響を及ぼし、当初予算ベースの税収（実質県税）は、平成 ～ 年度の 年間

で合計 億円の大幅な減収となりました。

令和元年度当初予算における実質県税は、製造業を中心として企業業績が堅調であり、個人の

給与所得に改善傾向が見られることから、平成 年度から 億円の増を見込み、過去最高の

億円を計上しました。

＜県税・交付税・基金取崩額の推移（当初予算ベース）＞

※ 、 、 、 は 月現計予算

 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

億円

２基金取崩額（財政調整基金＋減債基金）

実質交付税（地方交付税＋臨時財政対策債）

実質県税（県税＋地方消費税清算金（歳入・歳出相殺後）＋地方法人特別譲与税）
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３ 基金残高、財政指標の状況 
基金については、平成 年度の実質交付税の大幅な削減の影響もあり、平成 ～ 年度にかけ

て累計で 億円の取り崩しを余儀なくされました。その結果、平成 年度末に約 億円あった

財政調整基金と減債基金の２基金の残高は、平成 年度末には約 億円にまで減少しました。

しかしながら、これまで、職員数の削減をはじめとする歳入・歳出あらゆる面での行財政改革

に積極的に取り組んできた結果、平成 年度以降は 年連続で基金を取り崩すことなく、収支均衡

を達成しています。さらには、将来への備えとして、必要な資金を基金に積み立てたことにより、

平成 年度末には２基金の現在高は約 億円となりました。

石川県

全国順位

平成２９年度末基金残高
標準財政規模

　　　１５．１％ 　　　　３位 　　　　９．３％

（注1）　基金は財政調整基金と減債基金の合計です。

（注2）　全国順位は高い方からの順位です。

全国平均区　　分

 

取崩額･積立額 億円基金残高 億円

年度末

＜財政調整基金・減債基金の推移＞

減債基金

財政調整基金

２基金積立額

２基金取崩額

 
（注１） 平成 年度末の減債基金の増は、県庁舎整備基金約 億円を積替えたことによるものです。

（注２） 平成 年度末の減債基金の増は、同年度末に一般会計に承継した金沢西部地区土地区画整理特別

会計の残債に係る償還相当額約 億円を積み立てたことによるものです。

（注３） 平成 年度末の減債基金の増は、土地開発公社解散に伴う清算金約 億円や、 いしかわ鉄道の鉄道資産

の取得に係る県債の実質負担額 億円を積み立てたことによるものです。

（注４） 平成 年度末の減債基金の増は、新幹線開業ＰＲ推進ファンド創設時に公募した北陸新幹線みらい応援債

の償還に備えて 億円を積み立てたこと等によるものです。



－  － 19 

近年の財政指標を見ると、財政の弾力性を示す経常収支比率は、社会保障関係経費や公債費な

ど義務的経費の増加に伴い、平成 年度の ％に対し、平成 年度には ％となっており、

全国平均よりは低いものの、財政の硬直度が高まっています。

また、公債費による財政負担の度合いを示す実質公債費比率は、公債費負担の増加に伴い、平

成 年度の ％に対し、平成 年度には ％となっています。

石川県

全国順位

平成２９年度 経常収支比率 　　　９４．２％ 　　１５位 　　　９５．２％

平成２９年度 実質公債費比率 　　　１３．５％ 　　３５位 　　　１２．１％

(注)　全国順位は低い方からの順位です。

全国平均区　　分

経常収支比率 
地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。地方税、普通交付税を中心として毎年度経

常的に収入される一般財源（経常一般財源）が、人件費、社会保障関係経費、公債費等の毎年度経常的に支

出される経費（経常経費）にどの程度充当されているかをみるもので、経常経費に充当される一般財源総額

が経常一般財源総額に占める割合をいいます。この数値が低いほど、弾力性があり健全であるといえます。 
 
実質公債費比率 

地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断するための指標のひとつです。県債の償還経

費について地方交付税により財政措置される部分を除いて実質的にみた場合、標準的な財政規模に比してど

の程度の公債費負担を負っているかを示す比率に、公営企業の元利償還金への繰出金など実質的に公債費に

準ずるものを加えたものです。 

財政運営に当たっては、中長期的な展望に立ち、将来への備えとして必要な資金を基金に積み

立てるなど、持続可能な財政基盤を確立していくことが必要です。

このため、本県では、累次の行財政改革を通じて基金残高の確保に努めているところであり、

電気事業の民間への譲渡や道路公社など主要公社の廃止、紀尾井会館の廃止など県有資産の整理

によって得られた利益を基金に積み立て、将来の財政需要への備えとしているところです。

この結果、財政調整基金・減債基金の平成 年度末残高は約 億円となっていますが、平成

年度の三位一体改革による地方交付税の削減や平成 年度のリーマンショックなどにより、 年

間で 億円の取り崩しを余儀なくされたことが影響し、未だ取崩前の水準に回復していません。

本県では、今後も、北陸新幹線金沢・敦賀間の整備等に伴う公債費の増加など、様々な財政需

要が見込まれています。このため、引き続き、必要な資金の確保に努めるとともに、現在保有し

ている基金は、県民生活の向上につながるよう、その時々の財政状況も踏まえながら、有効に活

用していきたいと考えています。

≪コラム≫ 基金の状況について

ひとくちメモ 
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～財政健全性の維持・向上～ 
（行政経営プログラムから抜粋） 

 
（基本方針） 

◎持続可能な財政基盤の確立 
臨時財政対策債に係る公債費の増などが、地方交付税にルールどおり上積みさ

れることを前提に、単年度の収支均衡の維持にとどまらず、中長期的な展望に立

ちながら計画的に年度間の財政負担の平準化を図るとともに、将来への備えとし

て、必要な資金を基金に積み立てることを目指す

◎県債残高の抑制 
臨時財政対策債、能登半島地震復興基金に係る転貸債を除き、県債残高を前年

度以下の水準に抑制

◎地方交付税の確保と税制の抜本改革についての国への要請 
増加する社会保障関係経費を将来にわたり賄うための安定財源が確保されるよ

う、国に対し積極的に要請

 
【歳入の確保】

① 税収の確保（滞納整理の推進、コンビニ納税の拡大等）

② 税外収入の確保（財産収入・広告収入の確保、債権回収対策の推進等）

【歳出の抑制と計画的な財政運営】

① 投資的経費の抑制

② 総人件費の適正管理

③ 一般行政経費の見直し

④ 公営事業の見直し

⑤ 公債費負担の平準化 

 

４ 行財政改革の取り組みとその効果 
職員数削減をはじめとする歳入・歳出あらゆる面での行財政改革に積極的に取り組んできた結

果、平成 年度から 年連続で、基金を取り崩すことなく収支均衡を達成することができました。

一方、高齢化の進展による社会保障関係経費の増加や、北陸新幹線金沢・敦賀間の建設による

負担など、将来のコスト増に備える必要があるため、今後も引き続き、平成 年 月に策定した「行

政経営プログラム」を拠り所として、不断の改革に取り組んでいきます。
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① 県債残高の抑制

将来世代に負担を先送りしないよう、臨時財政対策債や能登半島地震復興基金に係る転貸債を

除く県債残高を平成 年度から平成 年度まで 年連続で前年度以下の水準に抑制しました。 
 
②公債費負担の軽減・平準化

将来の公債費負担の軽減のため、公債費の平準化や繰上償還などを実施しました。 
 

○公債費負担の平準化（Ｈ ～）

銀行等引受債の償還年限を原則 年とするとともに、既発行債についても、借換時にトー

タル 年償還となるよう償還期間を延長し、公債費負担を平準化させています。  
 

○実質公債費比率 ％超え防止のための繰上償還（Ｈ ～ ）

県債発行に国の許可を要する起債許可団体に転落する実質公債費比率 ％超えを回避するた

め、平成 年度から平成 年度の 年間で総額 億円の繰上償還を実施しました。 
 

○高利県債の繰上償還（Ｈ ～ ）

金利負担の軽減を図るため、金利 ％以上の公的資金（旧簡易生命保険資金など）の繰上償還

を実施しました。 

○将来の財政負担に備えた繰上償還（Ｈ ～）

北陸新幹線敦賀延伸による公債費負担の本格化などを見据え、将来の財政負担の軽減を図る

ため、平成 年度に 億円、 年度から 年度までそれぞれ 億円の繰上償還を実施しました。

令和元年度も 億円の繰上償還を実施します。

 
③職員費の削減（Ｈ ～ ）

知事部局の職員数については、平成 年度の新行財政改革大綱の策定以降、平成 年度までの

年間で 人を削減し、約半世紀前の昭和 年度の水準以下にまでスリム化しました。

さらに、こうした職員数の削減に加え、平成 年度から給与構造改革にも取り組み、退職手当

を除く職員費の削減額は 年間の累計で約 億円となりました。 
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714人削減 昭和38年度の水準

（億円） （人）

 
 

～ までの削減額累計

約 億円

主な取り組みの効果 これまでの行財政改革大綱や行政経営プログラムを踏まえた対応
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Ⅱ 今後の財政見通しはどうなりますか。
 
 

１ 厳しさが続く地方財政 
令和元年度の地方財政計画では、前年度を上回る一般財源総額が確保されたものの、社会保障

関係経費が増加し続けていることなどから、地方独自の歳出は抑制されており、地方財政は引き

続き厳しい状況に置かれています。

また、地方財政収支の財源不足は常態化しており、いわば赤字地方債である臨時財政対策債を

毎年発行しています。臨時財政対策債は、後年度、償還時にその全額が地方交付税で措置される

ことになっており、将来においてもこれが変わることなく担保されることや、一般財源を臨時財

政対策債ではなく、地方税や地方交付税で確保することが重要であるため、国に対してしっかり

と要請していく必要があります。

 
 
２ 義務的経費の負担が県財政を圧迫 

これまで増え続けてきた公債費については、公共投資の抑制により県債の新規発行を抑えてき

たほか、償還期間の延長（ 年→ 年）などによる公債費の平準化対策を講じたことにより、償

還財源が確保されている臨時財政対策債を除いた通常債のベースでは償還のピークを越えたもの

の、依然として高負担であることに変わりはありません。

これに加え、高齢化の進展による社会保障関係経費の増加は今後も変わらず、職員の大量退職

により退職手当も引き続き高い水準で推移するなど、これらの義務的経費が県財政を圧迫する極

めて厳しい状況が予想されます。

 
 
３ 今後も楽観できない財政状況 

平成 年度以降、 年連続で収支均衡を達成し、基金の取り崩しに頼らない財政運営が可能とな

っていますが、一方で北陸新幹線金沢・敦賀間の整備等に伴う公債費の増加など、今後も大きな

歳出圧迫が見込まれるため、引き続き楽観できない財政状況が予想されます。

東京オリンピック・パラリンピックや北陸新幹線県内全線開業を見据えた県政の重要課題に積

極的に取り組むとともに、将来にわたって必要な行政サービスの水準を確保していくためには、

基金に頼らない行財政基盤を確立することが不可欠であり、引き続き、歳入の確保や歳出全般に

わたる聖域なき見直しを行うことが必要です。

また、社会保障関係経費の増加分を、職員費の削減をはじめとした行財政改革の取り組みだけ

で賄っていくことには自ずと限界があります。持続可能な社会保障制度とするため、必要な財源

が確保されるよう、国に対して積極的に働きかけていく必要があります。
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４ 将来を見据えた持続可能な財政運営

今後の財政運営については、社会保障関係経費や公債費といった負担に対応しつつ、新幹線関

連のさらなる経費負担等にも対応していく必要があります。そのためには、年度間の財政負担の

平準化を図っていくことが重要であり、今後とも、行財政改革に不断に取り組み、収支均衡にと

どまることなく、必要な資金を基金に積み立てていくなど、将来への備えにも万全を期し、社会

経済情勢の変化にも機動的に対応できる持続可能な財政運営に努めていきます。

 
 
 
 

地方財政計画 
国が作成する翌年度の全国の地方公共団体全体の歳入歳出総額の見込額に関する計画のことをいい、

以下の役割があります。 
① 地方団体が標準的な行政水準を確保できるよう地方交付税等を通じて地方財源を保障 
② 地方財政と国家財政・国民経済等との調整 
③ 個々の地方公共団体の行財政の運営指針 

ひとくちメモ 
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平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日

Ⅰ 平成 年度下半期に編成された補正予算の主な内容は何ですか。

一般会計予算の補正状況と主な内容

１ 月補正予算 百万円 ほかに債務負担行為 百万円

繰越明許費 百万円

平成 年 月～ 月の能登地域を中心とした豪雨等により、道路や河川護岸の損壊、農地法面の崩

落など大きな被害が発生したことから、被災箇所の早期復旧に取り組むこととしました。

また、県立学校における暑さ対策として、国の補正予算を活用し、特別支援学校（８校）と金沢

錦丘中学校の教室に冷房設備を整備することとしました。

職員費については、県人事委員会の勧告どおり職員の給与を引き上げることにより増額補正と

なりました。

○ 豪雨災害からの早期復旧（能登を中心とした 月～ 月の豪雨等）

○ 県立学校における冷房設備の整備（特別支援学校（ 校）、金沢錦丘中学校）

○ 職員費の増額（一般職の職員の給料・勤勉手当の引き上げなど）

２ 第 次 月補正予算 百万円

国の補正予算に対応する第 次 月補正予算については、令和元年度実質当初予算として、令和元

年度当初予算と一体的に編成しました。

３ 第 次 月補正予算 △ 百万円 ほかに繰越明許費 百万円

歳入では、県税が、法人関係税や地方消費税、個人県民税などで予算を上回る見込みとなり、

また、地方交付税も予算額を超えて確保できたことから、それぞれ増額補正しました。

歳出では、北陸新幹線について、整備費の財源として充当される運輸機構に支払われる貸付料が、

当初の見込みを上回って充当されたことから、建設費負担金を減額補正しました。

このほか、除雪費など、例年、年度末に対応せざるを得ない諸事業について、所要の予算措置を

講じたほか、予算の執行状況を精査し、投資的経費や一般行政経費等の執行残や国庫補助事業の認

証差等の整理を行いました。

○ 北陸新幹線建設費への貸付料充当に伴う県負担金の減額

○ 除雪費

○ 不用額の減額（災害復旧費など）

第３ 平成 年度下半期の補正予算と決算見込みの概要
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４ 専決（平成 年 月 日） 百万円

平成 年 月 日付けの知事専決により、歳入歳出予算の補正を行いました。

県税は、法人事業税等で予想を上回る収入があったことなどから、 億円余を増額するとともに、

特別交付税の確保により、地方交付税も 億円余を増額しました。

また、ＩＲいしかわ鉄道からの寄附金 億 千万円については、金沢以東に係る鉄道資産取得の際、

県が全額を起債により支援したことや、北陸新幹線県内全線開業時には金沢以西の鉄道資産取得へ

の財政支援が必要となることから、こうした公債費の負担に備え、全額を減債基金に積み立てまし

た。

債務負担行為 

地方公共団体の予算は単年度で執行することが原則ですが、事業規模や事業の性質等により当初から 
単年度で事業完了することが困難な場合に、複数年度にわたる予算執行を認めることにより、翌年度以降

の予算計上を約束した手形のようなものです。実際の予算計上は事業の執行年度ごとに行われます。 
 
繰越明許費 

既に予算計上されている事業を補正予算で繰越明許費として計上することにより、年度を越えて執行

できるようにするものです。 
例えば、道路の建設事業において、積雪により工期の不足が確実となった場合に、無理に工期を短縮

する突貫工事等による不良施工が発生しないよう、標準的な工期を保証して良質な施工を担保する場合

などに行っています。また、年度間の公共工事の平準化にも資するほか、適正な工期の設定により、     
年度末における工事の過密な集中がなくなり、ひいてはコストの縮減にもつながるものです。 

ひとくちメモ 
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＜最終予算の状況＞ 
  △印減(単位：百万円、％）

平成29年度

下半期 最終予算額 最終予算額 （Ａ)-(Ｂ)

現在予算額 補正額 （Ａ） （Ｂ） (Ｂ)

(注1）予算額の実質的な規模を把握するため、公債管理特別会計を除いているほか、その他の特別会計や事業

    会計についても借換債充当公債費を除いています。

(注2) 平成30年度の特別会計は、都道府県が国民健康保険の財政運営主体となったことに伴い、国民健康保険

　  特別会計を設置したことにより、前年度と比べて大きな増となっています。

(注3) 端数整理により、計数が一致しないことがあります。

△ 12.6

△ 2,320

△ 7,508△ 151

△ 2,466

△ 0.4

合　計

△ 4,275

平 成 30 年 度 増　　減

額（Ａ)-(Ｂ) 率
区　分

一般会計

特別会計

事業会計

 
 
歳入最終予算（一般会計）の状況 
 

＜自主財源・依存財源別内訳＞  ＜一般財源・特定財源別内訳＞ 

県税

地方交付税

地方消費税清算金

繰入金

諸収入

通常債特定財源

一般財源
一般会計
最終予算

億円

使用料及び手数料 ％

分担金及び負担金 ％

財産収入 ％

寄 附金 ％

地方譲与税 ％

地方特例交付金 ％

交通安全対策特別交付金 ％

繰越金 ％

臨時財政対策債 ％

国庫支出金
％

県税

諸収入

繰入金

地方交付税

国庫支出金

自主財源
依存財源

一般会計

最終予算
億円

使用料及び手数料 ％
分担金及び負担金 ％
財産収入 ％

繰 越 金 ％
寄 附 金 ％

地方譲与税 ％
地方特例交付金 ％

交通安全対策特別交付金

％

通常債
％

臨時財政対策債 ％

地方消費税清算金
％

 
（注）端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。 
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教育費

公債費

健康福祉費土木費

総務費

商工労働費

農林水産業費

警察費

企画振興費

県民文化スポーツ費 災害復旧費 観光費 生活環境費

議会費

予備費

一般会計
最終予算

億円

歳出最終予算（一般会計）の状況 
 
＜目的別（款別）内訳＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜性質別内訳＞ 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。 

給与等

退職手当

恩給及び

退職年金

一般公共事業

国庫補助

建設事業

一般単独事業

災害復旧事業

国直轄事業費

負担金

受託事業

国庫補助のあるもの

国庫補助のないもの

公債費

職員費

投資的経費

土木施設

維持補修費

一般行政経費

公債費

一般会計

最終予算
億円
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Ⅱ 平成 年度予算の執行状況はどうですか。 ～ 予算の繰越し ～

(単位：百万円）

12月補正 3月補正

一 般 公 共 事 業

国庫補助建設事業

一 般 単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業

受 託 事 業

一 般 行 政 経 費

(注１) 表は端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。

(注２) 上記のほか、事故繰越しによる繰越額が、平成29年度は123百万円あります。

繰越明許費 繰越額
計上時期

会 計 区 分

平 成 年 度

合 計

特 別 会 計

一 般 会 計

 
 

繰越事業の主なもの（一般会計）

○ 地方道改築事業

○ 広域河川改修事業

○ 県営ほ場整備事業

○ 国道改築事業

○ 街路事業

 
○  平成 年度は、一般会計と特別会計を合わせ、 億円余を令和元年度へ繰り越しました。
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Ⅲ 平成 年度の決算見込みはどうですか。 ～ 一般会計決算見込み ～

 
△印減（単位：百万円、％）

平成３０年度 平成２９年度
決算見込額 決  算  額

（A） （Ｂ）

歳 入

歳 出 △ 3,866 △ 0.7

歳 入 歳 出 差 引 収 支

（ 形 式 収 支 ）

繰 越 明 許 費 ・ 事 故 繰 越 し の

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 △ 40 △ 5.1

(注) 表は端数処理のため、内訳が合計に一致しない場合があります。

率額(A)-(B）
区 分

増　　　　　減

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

（注） 平成 年度は決算見込み額です。

 

 
○ 一般会計の決算見込みは、形式収支で約 億円、実質収支で 億円台の黒字となる見込みです。  

 



－  － 30 

第４ 令和元年度当初予算を家計簿に例えると

令和元年度の当初予算を「いしかわ家の家計簿」に例え、 年前の平成 年度当初予算と比較して

みました。

いしかわ家の家計簿
〔県予算 億円 ＝ 家計簿 万円〕

 
※（ ）内は平成 年度当初予算

■食費・光熱水費

県の職員、学校の先生、警察官の給料など職員費

■介護費・医療費

医療や福祉など社会保障関係経費

■教育費などその他の生活費

教育や文化・観光振興などのソフト事業の経費

■家の増改築費・車購入費

道路の整備、学校建設などのハード事業の経費

■住宅ローンの返済

ハード事業のために借りた県債の返済・利息

■その他のローンの返済

臨時財政対策債の返済・利息

 

 
※（ ）内は平成 年度当初予算

■給料

県税、地方交付税など

■パート収入

使用料及び手数料など

■その他収入

国庫補助金

■住宅ローンの借入

ハード事業のための借入れ

■その他のローンの借入

臨時財政対策債の借入れ

その他、 において貯金の引出 基金の取り崩し

あり （ 元） （ ）

 
                                                             ※（ ）内は平成 年度末 
○ローン残高

うち住宅ローン （ハード事業のための県債）

うちその他のローン （臨時財政対策債）

○貯金残高

支 出
合計 万円

（ 万円）

収 入
合計 万円

（ 万円）

ローン、貯金の年度末残高（平成 年度決算見込み）

ローン残高は、転貸債を

除きます。 
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・全体では、「食費・光熱水費」や「介護費・医療費」、「ローンの返済」といった、簡単には

減らせない経費が全体の約 割を占めています。いしかわ家では、これまでも支出の見直しに取

り組んできました。 
・「食費・光熱水費」については、平成 年の行財政改革大綱の策定以降、平成 年度までの

年間で知事部局の職員数を削減し、約半世紀前の水準以下にまでスリム化を図ってきました。

こうした取り組みなどにより、平成 年度の 万円から 万円と減らしています。

・「介護費・医療費」については、高齢化の進行に伴い 万円から 万円へと大きく増加してき

ており、家計を圧迫する大きな要因となっています。 
・「教育費などその他の生活費」については、 万円から 万円に増加していますが、消費税

率の引き上げに伴う市町への交付金などの税収連動経費の増加によるもので、これらを除けば、

平成 年度とほぼ同水準となっています。

 
 
 

・収入の大部分を占める「給料」については、リーマンショック後の厳しい経済・雇用情勢から

景気が回復したことにより、 万円から 万円に増加しています。

・ハード事業のための「住宅ローンの借入」については、北陸新幹線金沢・敦賀間の建設促進な

どのため、 万円から 万円に増加しています。

 
 
 

・「住宅ローン」の残高は、道路整備などハード事業のために借りた県債の残高です。その残高

を前年度以下に減らすことを目標に取り組んでいるところであり、平成 ～ 年度まで 年連

続で減らしてきています。

・「その他のローン」の残高は、国の財源不足のため、地方交付税に代えて発行を余儀なくされ

ている臨時財政対策債の残高ですが、近年発行額は減ってきているものの、依然として発行額

が返済額を上回っていることから、残高は増え続けています。

・このように、国が後年度に地方交付税で財源措置する臨時財政対策債が増える一方で、ハード

事業のために借りた「住宅ローン」は着実に減らしてきており、いしかわ家のローン残高は平

成 年度以来、５年連続で前年度を下回り、平成 年度の残高は 万円となっています。

 
 

・いしかわ家では、平成 年度以降、 年連続で貯金を引き出すことなく生活を送ることができ

ました。これにとどまらず、貯金を積み増すなど、将来の備えにも努めることとしています。

支出の状況

収入の状況

貯金に頼らない家計を目指して

ローン残高
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令和元年度当初予算の概要
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     △印減 (単位：千円、％)

特 別 会 計 事 業 会 計 計

当初予算額 対前年増減率 当初予算額 対前年増減率 当初予算額 対前年増減率 当初予算額 対前年増減率

(△ 1.1) (△ 13.5)

△ 13.5

(△ 1.4) (△ 13.5)

△ 13.5

(△ 11.8)

△ 11.8

(△ 8.2) (△ 5.2) (△ 6.8)

△ 8.2 △ 33.2 △ 14.9

(△ 3.7)

△ 30.2 △ 4.3

(△ 9.2)

(△ 4.7) (△ 49.6) (△ 7.7)

△ 4.7 △ 15.1 △ 7.1

(△ 3.3)

△ 2.3

(△ 0.7) (△ 0.2)

△ 0.7

(△ 5.3)

（注)１ （　　）内は、借換債充当公債費及び公債管理特別会計を除いたものです。

　   ２ 平成22年度の一般会計予算には、県水送水管耐震化事業費（30億円）を含みます。

　   ３ 平成23年度の対前年増減率は、平成22年度6月現計予算との比較です。　　

　   ４ 平成27年度の対前年増減率は、平成26年度6月現計予算との比較です。　　

　   ５ 令和元年度の対前年増減率は、平成30年度6月現計予算との比較です。　　

　   ６ 令和元年度の実質当初予算は、平成30年度第1次3月補正予算を含んだものです。

また、対前年増減率は、平成30年度6月現計予算との比較です。

(6月現計)

R元当初

(6月現計)

(6月現計)

第１表　会計別当初予算額の推移

年度
一 般 会 計

R元実質

当初

 



－  － 35 

     △印減 (単位：千円、％)

実 質 当 初 （参考）

予 算 額 当 初 予 算 額

      Ａ　       Ｂ　       Ｃ       Ｄ

△ 10.8 △ 10.8 △ 10.8

△ 5.5 △ 5.7 △ 5.5

△ 24.0

① 通 常 債

② 臨 時 財 政 対 策 債 △ 16.9 △ 16.9 △ 16.9

区

分

△ 0.4 △ 2.9 △ 0.4

　　　２　実質交付税は、地方交付税に県債のうち臨時財政対策債を加えたものです。

　　　３　令和元年度実質当初予算は、平成30年度第1次3月補正予算を含んだものです。

第２表　令和元年度一般会計歳入款別予算額調

令和元年度 平成30年度 平成30年度6月現計 増　　減　　率

構 成 比 当 初 予 算 額 構 成 比 当 初 予 算 額 構 成 比 対当初 対6月 （参考）

構 成 比

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

分 担 金 及 び 負 担 金

諸 収 入

県 債

合    　    計

区　　　分

県 税

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

実 質 交 付 税

自 主 財 源

依 存 財 源

一 般 財 源

（注）１　実質県税は、県税に歳入・歳出相殺後の地方消費税清算金及び地方法人特別譲与税を加えたものです。

繰 越 金

(1,2,3,4,5,6,13,15②)

特 定 財 源

(7,8,9,10,11,12,14,15①)

実 質 県 税
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     △印減 (単位：千円、％)

実 質 当 初 （参考）

予 算 額 当 初 予 算 額

      Ａ　       Ｂ　       Ｃ       Ｄ

議 会 費

総 務 費

企 画 振 興 費 △ 10.6 △ 11.1 △ 10.7

県民文化スポーツ費 △ 2.5

健 康 福 祉 費

生 活 環 境 費

商 工 労 働 費

観 光 費 △ 6.5

農 林 水 産 業 費

土 木 費

警 察 費 △ 0.1

教 育 費 △ 0.2

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

合    　    計

（注）令和元年度実質当初予算は、平成30年度第1次3月補正予算を含んだものです。

対6月対当初構 成比

構 成比

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 構 成 比

平成30年度 平成30年度6月現計

構 成比

第３表　令和元年度一般会計歳出款別予算額調

区　　　分

令和元年度 増　　減　　率

(参考)

 

     △印減 (単位：千円、％)

実 質 当 初 （参考）

予 算 額 当 初 予 算 額

      Ａ　       Ｂ　       Ｃ       Ｄ

１ 職 員 費 △ 0.4 △ 0.4 △ 0.4

給 与 等 △ 0.4 △ 0.4 △ 0.4

退 職 手 当 △ 0.6 △ 0.6 △ 0.6

恩給及び退職年金 △ 16.7 △ 16.7 △ 16.7

２ 投 資 的 経 費

一 般 公 共 事 業

国庫補助建設事業

一 般 単 独 事 業

公共災害復旧事業

単独災害復旧事業

国直轄事業費負担金

受 託 事 業

３ 土木施設維持補修費

４ 一 般 行 政 経 費

国庫補助のあるもの

国庫補助のないもの

５ 公 債 費

合    　    計

（注）令和元年度実質当初予算は、平成30年度第1次3月補正予算を含んだものです。

対当初 対6月 (参考)

構 成 比

令和元年度 平成30年度

当 初 予 算 額 構 成 比構 成 比 構 成 比当 初 予 算 額

第４表　令和元年度一般会計歳出性質別予算額調

区　　　分

平成30年度6月現計 増　減
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△印減（単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 額 率

      Ａ　　       Ｂ　　     Ａ－Ｂ

１

個 人

法 人

利 子 割 △ 31,000 △ 10.7

２

個 人

法 人

３

譲 渡 割

貨 物 割

４

５ △ 29,000 △ 2.4

６ △ 8,000 △ 1.6

７ △ 475,000 △ 31.8

８

９

自 動 車 税 － －

環 境 性 能 割 － 皆増

種 別 割 － 皆増

－ －

－ －

－ －

－ －

（注）実質県税は、県税に歳入・歳出相殺後の地方消費税清算金及び地方法人特別譲与税を加えたものです。

実 質 県 税

軽 油 引 取 税

自 動 車 税

鉱 区 税

狩 猟 税

核 燃 料 税

県 税 合 計

事 業 税

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税

県 た ば こ 税

ゴ ル フ 場 利 用 税

自 動 車 取 得 税

第５表　令和元年度県税当初予算額調

令和元年度 平成30年度 増　減

区　　　分

県 民 税
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△印減（単位：千円、％）

令和元年度 平成30年度 平成30年度6月現計

会 計 名 予  算  額 予  算  額 予  算  額 対 当初 対 ６月

Ａ Ｂ Ｃ (Ａ-Ｂ)/Ｂ (Ａ-Ｃ)/Ｃ

証 紙

土 地 取 得

国 民 健 康 保 険 △ 0.5 △ 0.5

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金

中 小 企 業 近 代 化 資 金

貸 付 金
△ 19.0 △ 19.0

就 農 支 援 資 金 △ 19.5 △ 19.5

林 業 改 善 資 金 △ 0.0 △ 0.0

沿 岸 漁 業 改 善 資 金

公 営 競 馬 △ 1.7 △ 1.7

港 湾 整 備 △ 26.5 △ 26.5

育 英 資 金 △ 1.2 △ 1.2

公 債 管 理

(注) 表中２段書きの上段は、平成30年度第１次３月補正予算を含んだものです。

第６表　令和元年度特別会計予算額調

増　　減　　率

合 計

流 域 下 水 道

 
 

△印減（単位：千円、％）

令和元年度 平成30年度 平成30年度6月現計

予  算  額 予  算  額 予  算  額 対 当初 対 ６月

Ａ Ｂ Ｃ (Ａ-Ｂ)/Ｂ (Ａ-Ｃ)/Ｃ

収 益 的 支 出 △ 14.7 △ 14.7

資 本 的 支 出

収 益 的 支 出

資 本 的 支 出

収 益 的 支 出

資 本 的 支 出 皆減

収 益 的 支 出 △ 5.1 △ 5.1

資 本 的 支 出 △ 2.7 △ 26.9

収 益 的 支 出 △ 11.5 △ 11.5

資 本 的 支 出 △ 18.1

計 △ 5.3 △ 13.5

水 道 用水 供給 事業

合 計

第７表　令和元年度事業会計予算額調

会 計 名

増　　減　　率

中 央 病 院 事 業

高 松 病 院 事 業

港 湾 土地 造成 事業
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（単位：百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度見込

（注）１　公債費は、借換債充当公債費を除きます。

  　　 ２　平成23年度及び平成28年度の公債費の（　　）内は、能登半島地震復興基金分50,000百万円及び25,000百万円分の償還金を除いたものです。

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

合 計

職 員 費 の う ち

退 職 手 当
社 会 保 障

関 係 経 費

公 債 費

繰 上 償 還

繰 上 償 還 除 き

第８表　　歳出構造の推移

区　　　　分

職 員 費

一 般 職 員 費

警 察 関 係 職 員 費

教 育 関 係 職 員 費

 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

（注）　１　普通建設事業費とは、公共投資（投資的経費）のう ち災害復旧費を除いたものです。

　　　　２　平成３年度を100とした指数です。

　　　　３　一般会計と特別会計の一部を合算した指数です。

全 国 平 均

区 分

区 分

石 川 県

全 国 平 均

石 川 県

第９表　　公共投資（普通建設事業費）の推移

（単位：百万円）

３年度 … 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度見込

…

…

臨 時 財 政 対 策 債 …

臨 時 財 政 対 策 債 除 き …

…

…

…

…

…

（注)１　県債発行額及び公債費（元金）は一般会計決算額で、借換債を除きます。

 　　２　平成24年度県債発行額には転貸債（能登半島地震復興基金分25,000百万円）を含みます。　

　 　３　平成23年度及び平成28年度の公債費（元金）の（　　）内は、能登半島地震復興基金分50,000百万円及び25,000百万円の償還金を

　　　　 除いたものです。

第10表　　県債発行額及び公債費（元金）の推移

繰 上 償 還 除 き

繰 上 償 還

区　　　　分

県 債 発 行 額

経 済 対 策 債

通 常 債

地 方 財 政 対 策 債

公 債 費 （ 元 金 ）
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（単位：百万円）

３年度末 … 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末 27年度末 28年度末 29年度末
30年度末

見込

…

…

…

…

（注） １　県債残高は、一般会計決算額です。

２　特定資金公共投資事業債を除きます。

３　転貸債とは、能登半島復興基金に係る県債です。

第11表　県債残高の推移

区　　　　　　　分

県  　債　  残　  高

臨 時 財 政 対 策 債

通 常 債

転 貸 債

 

（単位：百万円、％）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度見込

（注) 歳入合計は、借換債を除きます。

歳 入 合 計

実 質 県 税 収 入

／ 歳 入 合 計

第12表　　県税収入等の推移

区　　　　分

実 質 県 税 収 入

法 人 事 業 税

法 人 県 民 税

個 人 県 民 税

そ の 他 の 税

地 方 消 費 税 及 び

同清算金 相殺後

地 方 法 人

特 別 譲 与 税

 

 

（単位：百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度見込

（注)　１　実質県税は、県税に歳入・歳出相殺後の地方消費税清算金及び地方法人特別譲与税を加えたものです。　

    　　２　その他の一般財源は、地方法人特別譲与税を除く地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金及び繰越金です。

一 般 財 源 等 合 計

区　　　　分

実 質 交 付 税

地 方 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

第13表　　一般財源等の推移

そ の 他 の 一 般 財 源

実 質 県 税
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（単位：百万円）

21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末 27年度末 28年度末 29年度末
30年度末

見込

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

２ 基 金 小 計

県有施設 整備 基金

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

２ 基 金 小 計

県有施設 整備 基金

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

２ 基 金 小 計

県有施設 整備 基金

（注）　出納整理期間中の積立額及び取崩額が含まれています。

第14表　３基金残高の推移

区　　　　　　　分

３ 基 金 積 立 額

３ 基 金 取 崩 額

３ 基 金 残 高

（単位：円、人）

区　　　　　　　分 ３年度末 … 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末 27年度末 28年度末 29年度末
30年度末

見込

…

臨時財政対策債

を 除 いた も の
…

…

…

（注）　１　県民１人当たり県債残高は、一般会計決算額です。（転貸債（復興基金）を除きます。）

　　　　２　県民１人当たり３基金残高には、出納整理期間中の積立額及び取崩額が含まれています。

第15表　県民１人当たりの県債残高・３基金残高の推移

県 民 １ 人当 たり

県 債 残 高

県 民 １ 人当 たり

３ 基 金 残 高

県 民 人 口

 

（単位：％）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

（注） １ 出典は、都道府県決算状況調（総務省調査）です。

　　　 ２ 全国欄の比率は単純平均です。

全 国

区　　　　分

経 常 収 支 比 率

第16表  経常収支比率・実質公債費比率の推移

石 川 県

全 国

実 質 公 債 費 比率

石 川 県
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△印減（単位：千円、％）

第5回定例会 知 事 専 決

当初提案分 追加提案分

１

△ 164,771

△ 65,770 △ 65,770

△ 3,903,924

△ 12,105,577 △ 12,092,977

△ 3,497,473 △ 2,682,491

△ 15,792,000 △ 3,000,000 △ 10,340,000

① 通 常 債 △ 16,328,000 △ 3,000,000 △ 10,876,000

② 臨 時 財 政 対 策 債

△ 25,327,786 △ 4,275,131

区

分

（注）　実質県税は、県税に歳入・歳出相殺後の地方消費税清算金及び地方法人特別譲与税を加えたものです。

実 質 県 税

(7,8,9,10,11,12,14,15①)

特 定 財 源

(1,2,3,4,5,6,13,15②)

一 般 財 源

△ 9,957,636

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 清 算 金

県 税

依 存 財 源

自 主 財 源

国 庫 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

県 債

諸 収 入

繰 越 金

繰 入 金

寄 附 金

財 産 収 入

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

△ 2,282,663

△ 1,691,272

△ 17,680,098△ 35,752,403

△ 6,867,883

下半期における予算補正額

最終予算額 構成比第1回定例会（H31.3.15）

△ 15,370,150

第17表　平成30年度一般会計歳入款別予算額調（最終予算）

区　　　分
現在予算額 計

合    　    計
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△印減（単位：千円、％）

第5回定例会 知 事 専 決

当初提案分 追加提案分

議 会 費 △ 6,122 △ 2,616

総 務 費

企 画 振 興 費 △ 15,758,036 △ 15,749,466

県民 文化 ス ポ ー ツ費 △ 64,463 △ 58,472

健 康 福 祉 費 △ 1,677,380 △ 1,430,510

生 活 環 境 費 △ 30,740 △ 23,699

商 工 労 働 費 △ 3,375,820 △ 3,366,836

観 光 費 △ 35,389 △ 27,259

農 林 水 産 業 費 △ 599,546

土 木 費

警 察 費 △ 431,885 △ 315,644

教 育 費 △ 1,501,178 △ 607,683

災 害 復 旧 費 △ 3,541,494 △ 517,836

公 債 費 △ 628,653 △ 628,653

予 備 費 －

合    　    計 △ 25,327,786 △ 4,275,131

区　　　分

第18表　平成30年度一般会計歳出款別予算額調（最終予算）

現在予算額 計
最終予算額 構 成 比第1回定例会（H31.3.15）

下半期における予算補正額

 
 

△印減（単位：千円、％）

第5回定例会 知 事 専 決

当初提案分 追加提案分

１ 職 員 費 △ 1,232,720 △ 620,522

給 与 等 △ 695,319 △ 83,121

退 職 手 当 △ 528,668 △ 528,668

恩 給 及 び 退 職 年 金 △ 8,733 △ 8,733

２ 投 資 的 経 費 △ 20,357,474 △ 220,017

一 般 公 共 事 業 △ 16,348,718 △ 2,662,251

国 庫 補 助 建 設 事 業 △ 293,408

一 般 単 独 事 業 △ 317,634 △ 24,713

公 共 災 害 復 旧 事 業 △ 3,730,326 △ 707,926

単 独 災 害 復 旧 事 業 △ 22,012 △ 22,012

国 直 轄 事 業 費 負 担金

受 託 事 業 △ 57,436 △ 57,436

３ 土 木 施 設 維 持 補 修費 －

４ 一 般 行 政 経 費 △ 3,124,951 △ 2,821,951

国 庫 補 助 の あ る もの △ 1,636,518 △ 1,631,518

国 庫 補 助 の な い もの △ 1,488,433 △ 1,190,433

５ 公 債 費 △ 612,641 △ 612,641

合    　    計 △ 25,327,786 △ 4,275,131

区　　　分

第19表　平成30年度一般会計歳出性質別予算額調（最終予算）

現在予算額
最終予算額 構 成 比

計
第1回定例会（H31.3.15）

下半期における予算補正額
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△印減（単位：千円）

証 紙

土 地 取 得 △ 1,199

国 民 健 康 保 険

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 △ 25,027

中 小 企 業 近代 化資 金貸 付金 △ 41,294

就 農 支 援 資 金 △ 259

林 業 改 善 資 金 △ 76,259

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 △ 80,003

公 営 競 馬

港 湾 整 備 △ 5,059

流 域 下 水 道

育 英 資 金 △ 69,329

公 債 管 理 △ 557,673

合 計

第20表　平成30年度特別会計予算額調（最終予算）

会 計 名
現在予算額

下半期における

予 算 補 正 額
最終予算額

 
 

△印減（単位：千円）

収 入

支 出

収 入 △ 425,337

支 出 △ 444,210

収 入 △ 38,996

支 出

収 入 △ 2,333

支 出 △ 2,333

収 入

支 出

収 入

支 出

収 入

支 出 △ 271,942

収 入

支 出 △ 280,212

収 入

支 出

収 入 △ 427,670

支 出 △ 726,755

第21表　平成30年度事業会計予算額調（最終予算）

会　　　計　　　名
現在予算額

下半期における

予 算 補 正 額
最終予算額

中 央 病 院 事 業

収 益 的

資 本 的

高 松 病 院 事 業

収 益 的

資 本 的

港湾土地造成事業

収 益 的

資 本 的

水道用水供給事業

収 益 的

資 本 的

合 計

収 益 的

資 本 的
 



－   － 45 

△印減（単位：百万円、％）

Ｂ の う ち 予 算 現 額 に 平 成 29 年 度 対前年度増減率

令和元年度への 対 す る 増 減 額 決 算 額 Ｂ－Ｃ

Ａ Ｂ 繰 越 額 Ｂ－Ａ Ｃ Ｃ

１ 県 税

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税 △ 1.3

交通安 全対 策特 別交 付金 △ 8.6

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 1,430 △ 1.6

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 0.3

国 庫 支 出 金 △ 19,059 △ 10.0

財 産 収 入

寄 附 金 △ 46.4

繰 入 金 △ 26

繰 越 金

諸 収 入 △ 2,708

県 債 △ 11,494 △ 6.8

通 常 債 △ 11,494 △ 10.0

臨 時 財 政 対 策 債

合    　    計 △ 30,670

(注)１　予算現額には、前年度からの繰越額37,686百万円が含まれています。

　　２　予算現額に対する増減には、令和元年度への繰越しに係る分担金及び負担金の未収入額1,105百万円、国庫支出金の未収入額12,961百万円、

　　 　諸収入の未収入額2,659百万円及び県債の未収入額11,492百万円が含まれています。

第22表　平成30年度一般会計歳入款別決算見込額調

予算現額 決算見込額
区　　　分

 
 

△印減（単位：百万円、％）

令和元年度への 平 成 年 度 対前年度増減率

繰 越 額 決 算 額 Ｂ－Ｄ

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｄ Ｄ

１ 議 会 費

総 務 費 △ 5.4

企 画 振 興 費 △ 26.7

県 民 文 化ス ポー ツ費

健 康 福 祉 費 △ 2.6

生 活 環 境 費

商 工 労 働 費

観 光 費 △ 10.1

農 林 水 産 業 費 △ 3.2

土 木 費

警 察 費

教 育 費 △ 1.4

災 害 復 旧 費

公 債 費 △ 2.7

予 備 費 －

合    　    計 △ 0.7

(注)  予算現額には、前年度からの繰越額37,686百万円が含まれています。

第23表　平成30年度一般会計歳出款別決算見込額調

予算現額 決算見込額 残 額
区　　　分
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△印減（単位：百万円、％）

令和元年度への 平 成 年 度 対前年度増減率

繰 越 額 決 算 額 Ｂ－Ｄ

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｄ Ｄ

１ 職 員 費 △ 0.1

給 与 等 △ 0.4

退 職 手 当

恩 給 及 び 退 職 年 金 △ 17.9

２ 投 資 的 経 費 △ 2.5

一 般 公 共 事 業 △ 8.9

国 庫 補 助 建 設 事 業 △ 39.0

一 般 単 独 事 業

公 共 災 害 復 旧 事 業

単 独 災 害 復 旧 事 業 △ 51.4

国直轄事業費負担金

受 託 事 業

３ 土木施設維持補修費

４ 一 般 行 政 経 費

国庫補助のあるもの △ 2.4

国庫補助のないもの

５ 公 債 費 △ 2.8

合    　    計 △ 0.7

(注)１  予算現額には、前年度からの繰越額37,686百万円が含まれています。

第24表　平成30年度一般会計歳出性質別決算見込額調

予算現額 決算見込額 残 額
区　　　分

 

 

△印減（単位：千円、％）

収 入 見 込 額 予 算 現 額 に 平 成 年 度 対前年度増減率

の 構 成 比 対する増減額 決 算 額 Ｃ－Ｄ

Ａ Ｂ Ｃ Ｃ－Ａ Ｄ Ｄ

１

個 人 △ 0.7

法 人

利 子 割 △ 16.6

２

個 人

法 人

３

譲 渡 割

貨 物 割

４

５ △ 2.1

６ △ 0.1

７

８ －

９

△ 1.5

－

－

第25表　平成30年度県税収入見込額調

予算現額 調定見込額 収入見込額
区　　　分

県 民 税

事 業 税

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税

県 た ば こ 税

ゴ ル フ 場 利 用 税

自 動 車 税

県 税 合 計

実 質 県 税

鉱 区 税

自 動 車 取 得 税

軽 油 引 取 税

狩 猟 税

核 燃 料 税
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（単位：百万円）

証 紙

土 地 取 得

国 民 健 康 保 険

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金

中 小 企 業 近代 化資 金貸 付金

就 農 支 援 資 金

林 業 改 善 資 金

沿 岸 漁 業 改 善 資 金

公 営 競 馬

港 湾 整 備

流 域 下 水 道

育 英 資 金

公 債 管 理

合 計

第26表　平成30年度特別会計決算見込額調

会 計 名 歳入決算見込額　Ａ 歳出決算見込額　Ｂ Ａ－Ｂ

 
 
 

△印減（単位：百万円）

収 益 的 収 支 △ 3,800

資 本 的 収 支 △ 1,705

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支 △ 90

収 益 的 収 支 △ 11

資 本 的 収 支 △ 2,000

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支 △ 3,663

収 益 的 収 支 △ 3,042

資 本 的 収 支 △ 7,458

計 △ 10,500

高 松 病 院 事 業

港 湾 土 地 造 成 事業

水 道 用 水 供 給 事業

合 計

第27表　平成30年度事業会計決算見込額調

会 計 名 収入決算見込額　Ａ 支出決算見込額　Ｂ Ａ－Ｂ

中 央 病 院 事 業
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(単位：千円、％)

平 成 年 度 末

現 在 高

＋ －

１

土 木

農 林 水 産

教 育

公 営 住 宅

そ の 他

２

土 木

農 林 水 産

そ の 他

３

退 職 手 当 債

転 貸 債

臨 時 財 政 対 策 債

そ の 他

－

（注） １　借入額には、前年度からの繰越額 15,636,000千円が含まれています。

２　臨時財政対策債とは、国の交付税特別会計の財源不足に対応するため、特例として地方が発行するいわば赤字地方債であり、

　　その償還額全額が交付税で措置されるものです。

事

業

会

計

病 院 事 業

水 道 用 水 供 給 事 業

計

　合　             計　

　  （一般会計 13,598,000 千円、港湾整備特別会計 514,000千円、流域下水道特別会計 43,000 千円、水道用水供給事業会計 千円）

特

別

会

計

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金

中 小 企 業 近 代 化 資 金

就 農 支 援 資 金

公 営 競 馬

港 湾 整 備

流 域 下 水 道

計

一

般

会

計

普 通 債

災 害 復 旧 債

そ の 他 債

計

計 （ 臨 時 財 政 対 策 債 を除 く ）

第28表　平成30年度末県債目的別現在高調

　区　　　　　　　　　分　
平 成 年 度 末

現 在 高

平成30年度における増減

構 成 比
借 入 額 償 還 額
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（単位：千円）

2.0%以下 3.0%以下 4.0%以下 5.0%以下 6.0%以下 7.0%以下

財 務 省

郵便貯金・簡易生命

保 険 管 理 機 構

地 方 公 共 団 体

金 融 機 構

銀 行 等 縁 故

市 場 公 募

国 土 交 通 省

計

財 務 省

郵便貯金・簡易生命

保 険 管 理 機 構

地 方 公 共 団 体

金 融 機 構

銀 行 等 縁 故

厚 生 労 働 省

農 林 水 産 省

中 小 企 業

基 盤 整 備 機 構

計

財 務 省

地 方 公 共 団 体

金 融 機 構

銀 行 等 縁 故

計

第29表　平成30年度末県債借入先別現在高調

利　　　　率　　　　別　　　　内　　　　訳

事

　

業

　

会

　

計

合　　　　　　計

区　　　　　　　分

一

　

　

般

　

　

会

　

　

計

特

　

別

　

会

　

計

平成 年度

末 現 在 高

 
 
 
 
 



－   － 50 

（単位：千円）

  新規設定 (B)  予算化額等 (C)

公共・国建・公災・その他

単 独

計

港 湾 整 備 特 別 会 計

流 域 下 水 道 特 別 会 計

計

合     　 　計

区　　　　分
平成29年度末

現在高

第30表 　平成30年度末債務負担行為現在高調

一
般
会
計

特
別
会
計

平成30年度末
現在高

平成30年度における増減
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△印減

土 地 ㎡ ㎡ ㎡

建 物 ㎡ △ 983.36 ㎡ ㎡

立 木 ㎥ △ 66,079.79 ㎥ ㎥

隻 隻

機 機

㎡ ㎡

件 件

無 体 財 産 権 件 件 件
特許権、著作権、
育成者権、実用新案権

有 価 証 券 円 円

出 資 に よ る 権 利 円 円 円

物 品 件 件 件

債 権 円 △ 346,991,204 円 円

基 金 円 円 円

（注）平成30年度末現在における見込みです。

動 産
船舶
航空機

物 権
地上権、地役権
温泉権

第31表　平成30年度県有財産の状況

区　　　分
平成30年9月末 平成30年度下半期 平成31年3月末

備　　　　考
現在高　　 Ａ  における増減  Ｂ 現在高　Ａ+Ｂ

 
 

△印減（単位：百万円）

区　　分
平成30年

9月末累計
10月 11月 12月

平成31年

1月
2月 3月 4月

令和元年

5月
累   計

収 入

支 出

収 入 支 出 累計

差 引 残 高
△ 77 △ 17,513

一 時 借 入 金

残 高

月 末 残 高
△ 77 △ 17,513

（注）　月末現在高の不足額は、基金からの繰替運用などで補てんしています。

第32表　平成30年度下半期資金繰り状況
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